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1. はじめに 

現代社会では多くの行動が，その根拠となるデータに基

づいて決定されており，データの信憑性は重要である．小

規模データであれば個々のアイテムについて，一つずつ信

憑性を調べられる．しかし，規模が大きくなれば困難とな

る． 

自然な数値データ集合について，上位 1 桁目の数字 i の

出現確率が𝑙𝑜𝑔10 (1 +
1

𝑖
)となることが，Benford の法則とし

て知られている[1]．図 1 に Benford の法則に従う分布の例

を示す．棒グラフは県や郡，市区町村などの行政区画ごと

に集計された 2017 年 1 月 1 日時点での人口[2]の数値デー

タ（2272 個）について，上位 1 桁目の数字の分布を示した

ものである． 

 

 
図 1 行政区画ごとの人口の上位 1桁の分布 

 

以下，Benford の法則に従わない分布を非 Benford 分布と

呼称する．対象とする数値データ集合が非 Benford 分布と

なっていれば，なんらかの不整合があると考えられる．不

整合の原因には，数値の改竄や，元の数値データそのもの

が不正であった場合などが考えられる．Nigrini ら[3]は会計

データに対して，Benford の法則を適用し，不正を検出す

る方法を示した．一般に，Benford の法則を用いることで，

数値データ集合の不整合を検出することができる．一つの

数値データ集合について，Benford の法則に従うか否かの

判定は容易にできる．しかし，そのデータが非 Benford 分

布になっていることがわかっても，不整合箇所を特定する

ことはできない．Suzuki ら[4]は，中国統計年鑑データにつ

いて，Benford の法則を用い，不整合箇所を特定すること

を試みた． 

本研究では，統計データが 2次元以上の表で構成される 

場合を想定し，数値を対象とする検索エンジンを構築した．

いくつかの属性を制約条件として，数値データの部分集合

を抽出し，その部分集合について検証することで，不整合

箇所を特定する方法を提案する．日本の私立大学の志願者

数，受験者数，合格者数を対象に，提案手法を適用し，不

整合箇所があるかどうかを網羅的に調査した． 

2. 信憑性分析 

2.1 データの検索 

表 1 は河合塾が提供した大学入試統計データ[5]の一部で

ある．このデータは，各大学の公表資料をもとに作成され

ている．本研究では，このような表の数値データすべてを

対象とする検索エンジンを構築した．大学，学部，学科，

年度，データタイプなどを属性として，表の中の一つ一つ

の数値をデータベースに登録した．学部，学科は入試方式

別に登録している．データタイプは，志願者数，受験者数，

合格者数の 3 種類である．この表を含むページに現れるほ

かの単語もデータベースに登録する．検索条件を与えるこ

とで，その条件に合致する数値データの部分集合を抽出で

きる． 

 

表 1 大学入試統計データの一部（2016年度） 

学部 学科 志願者 受験者 合格者 

経済 経済前期 A日程スタンダード 1618 1593 274 

経済前期 A日程高得点 964 946 153 

経済前期 B 日程スタンダード 1216 1015 173 

経済前期 B 日程高得点 787 653 100 
 

 

2.2 乖離度の検定 

得られた数値データの部分集合について，Benford の法

則に従うかどうかを検定する．標本分布が，理論分布と異

なっているか否かの判定には，一般にカイ二乗検定が使わ

れる．しかしながら，本研究で扱うような，比較的少数の

数値データ集合に対して，Benford の分布からの乖離を検

定する場合，カイ二乗検定よりも適しているとされる検定

手法が提案されている[6,7]．本研究では，Cho らの d 値に

ついて，有意水準 5%の検定を採用した[8]．上位 1 桁目の

数字を i，その出現頻度を𝑃𝑖とし，d 値を以下の式で求める． 

𝑑 = √∑(𝑃𝑖 − 𝑙𝑜𝑔10 (1 +
1

𝑖
))

9

𝑖=1

2

 

d≥1.33（P≤0.05）であれば，非 Benford 分布と判定する． 
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3. 実験 

3.1 実験方法 

前述の大学入試統計データを使い，2016 年度及び 2017

年度における日本の 565 校の私立大学の志願者数，受験者

数，合格者数について，2，3 個の属性の組合せを網羅的に

検索し，得られる数値データの部分集合について Benford

の法則に従うかを機械的に検証する．あまりに複雑な条件

だと，抽出できるセルの個数が少なくなりすぎ，そもそも，

Benford の法則に従うかどうかを検証する意味がなくなる． 

3.2 実験結果 

図 2に分析事例を一つ示す．棒グラフは[5]の webページ

において，ある大学を選択したときに表示される様々な属

性単位で集計された 2 年分の志願者数，受験者数，合格者

数の数値データ（171 個）について，上位 1 桁目の数字の

分布を示したものである．この大学の数値データ集合は，

非 Benford 分布になっている． 

 

 
図 2 ある大学の志願者数などの上位 1桁の分布 

 

表 2 は検索条件ごとに，数値データ集合を抽出し，

Benford の法則に従うかどうかを検定した結果である．2 行

目は，図 1 の操作を大学ごとに行った結果である．収集し

た大学の数は 565 校だが，数値データの個数が 20 未満で

あった 84 校を除いた 481 校について調べ，その中の約

30%の 145校について，非 Benford 分布と判定された．3行

目は，学部ごとの数値データ集合について，検定した結果

である．20 個以上の数値データが得られた 1750 の学部に

ついて調べ，約 33%の学部が非 Benford 分布と判定された．

各大学について，年度ごとに志願者数，受験者数，合格者

数を絞り込んだデータについて，非 Benford 分布と判定さ

れたものは 10%未満であった． 

表 2 Benford の分布から乖離した集合の割合 

抽出条件 全集合数 非 Benford 分布 

集合数 

乖離率 

大学 481 145 0.301 

大学*学部 1750 583 0.333 

大学*2016 年度*志願者数 223 16 0.072 

大学*2016 年度*受験者数 202 11 0.054 

大学*2016 年度*合格者数 199 9 0.045 

大学*2017 年度*志願者数 217 17 0.078 

大学*2017 年度*受験者数 199 16 0.080 

大学*2017 年度*合格者数 198 4 0.020 
 

4. まとめと今後の課題 

本研究では，検索対象となる最小単位の数値データに対

して多様な属性を付加し，いくつかの属性を制約条件とし

て，分析対象データを絞り込み，Benford の法則に従うか

どうかを機械的に判定した．この手法で非 Benford 分布の

部分集合を特定し，単語や属性で示すことができる．この

ように，いろいろな切口でドリルダウンする分析は OLAP

でもできる[9]．しかし，OLAP が対象にするのは定型的な

構造化されたデータであり，データを規定するために使え

る次元は限定されている．  

提案手法の問題点として，学科単位の募集定員の分散が

小さければ，合格者数の上位 1 桁が非 Benford 分布になる

ことが挙げられる．学科単位の定員が 30 名程度の募集で

あれば，上位 1 桁が 3 に偏る．このような偏りは，不整合

と判断すべきではない．本研究では，信憑性分析において

上位 1 桁目の数字しか使わなかった．Benford の法則は，

上位 2 桁目の数字にも適用されるので，今後は上位 2 桁目

の数字についても分析を行いたい． 

5. おわりに 

本研究では，大学入試統計データを使い，多次元の表と

して現れる数値データ集合の中から，不整合箇所を特定す

る方法を提案した．表の各数値について，行や列のタイト

ル，あるいは，表の説明文中の単語を対応づけることで，

数値を対象とする検索エンジンを構築した．この検索エン

ジンを使うことで，複数の制約できまる数値データの部分

集合を抽出でき，Benford の法則に従うかどうかも機械的

に判定できる． 
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